
関係団体 御中

令和8年度診療報酬改定において経過措置を設けた施設基準の取扱いに

ついて

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡するとともに別添団体各位に協力を依頼しまし

たので、貴団体におかれましても、関係者に対し周知を図られますようぉ願い

いたします。

事務連絡

令和 8年9月10日

厚生労働省保険局医療課

収受
NO.又 0

8.9.16
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地方厚生(支)局医療課

令和8年度診療報酬改定において経過措置を設けた施設基準の取扱いについて

御中

基本診療料及び特掲診療料の施設基準等並びにその届出に関する手続きについては、

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」(令和8年3

月5日保医発0305第7号)及び「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの

取扱いについて」(令和8年3月5日保医発0305第8号)により示しているところである

が、当該通知の第4表2に掲げる項目であって、その項目を令和8年10月1日以降も引き

続き算定する場合に届出が必要とされているもの等について、男1絲氏のとおり取りまとめた

ので、届出漏れ等が生じないよう、その取扱いについて遺漏なきょうご対応をお願いした

し、

また、別紙の届出対象について、令和8年10月14日までに届出書の提出があり、同月末

日までに要件審査を終え届出の受理が行われたものについては、同月1日に遡って算定す

ることができるものとするので、併せてご対応をお願いしたい。

事務連絡

令和 8年9月10日

厚生労働省保険局医療課



令和8年10月1日以降も算定する場合に届出が必要なもの
0 本診療料

区分項番
届出対象

(令和8年3月31日において下記施設基準を
届出していた保険医療機関)

病棟入院基本料
(急性期一般入院料6、地域一般入院基本料及ぴ特別
入院基本料を除く。)

別添7
別添7の様式10

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

2 療養病棟入院料2

特定機能病院入院基本料
(令和8年3月31日時点で「診療報の算定方法の一部
を改正する件」による改正前の診療報酬の算定方法
(以下「旧算定方法」という。)別表第一「AI04」に掲げ
る特定機能病院入院基本料(一般病棟に限る。X7対1
入院基本料に限る。)1こ係る届出を行っている病棟に限
る。)

3

令和8年3月31日において、現に急性期一入院基本料
(急性期一般入院料6を除く。)に係る届出を行っている病
棟であって、現に旧算定方法における重症度、医療・ :

必要度の基準を満たす病棟については、令和8年9月30日
までの間は令和8年度改定後の重症度、医療・看必要度
の基準をそれぞれ満たすものとみなす。

経過措に係る要件(概要)

4

令和8年3月31日において現に令和6年度医科点数表の療
養病棟入院料2を届け出ている保険医療機関については、
令和8年9月30日までの間に限り、第五の三の(1)のハ(※)
に該当するものとみなす。
(※)当該病棟の入院患者のうち医療区分3の患者と医療
区分2の患者との合計が6割以上であること。

専門病院入院基本料
(7対1入院基本料に限る。)

令和8年3月31日において、現に7対1入院基本料(特定機
能病院入院基本料(一般病棟に限る。))に係る届出を行っ
ている病棟であって、現に旧定方法における重症度、医
療・看必要度の基準を満たす病棟については、7対1入
院基本料(特定機能病院A入院基本料、特定機能病院B入
院基本料又は特定機能病院C入院基本料X一病棟に限
る。)の重症度、医療・看・必要度の基準を令和8年9月30
日までの間に限り満たすものとみなす。

令和8年10月1日以降、定する施設基準

別添7
別添7の様式10

急性期一般入院基本料1
急性期一般入院基本料2
急性期一般入院基本料3
急性期一般入院基本料4
急性期一般入院基本料5

令和8年3月31日において、現に7対1入院基本料(専門病
院入院基本料)に係る届出を行っている病棟であって、現に
旧算定方法における重症度、医療・看必要度の基準を
たす病棟については、令和8年9月30日までの問は令和8
年度改定後の重症度、医療・看護必要度の基準をそれぞれ
満たすものとみなすものであること。

療養病棟入院料2

偶11紙)

届出が必要な様式※

特定機能病院A入院基本料(一般病棟に限る。X7対1
入院基本料に限る。)
特定機能病院B入院基本料(一般病棟に限る。X7対1
入院基本料に限る。)
特定機能病院C入院基本料(一般病棟に限る。X7対1
入院基本料に限る。)

別添7
別添7の様式10

専門病院入院基本料

別添7
別添7の様式6の2

入
院
基
本
料



区分項番
届出対

(令和8年3月31日において下記施設基準を
届出していた保険医療機関)

5
総合入院体制加算1~3
急性期充実体制加算

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

地域包括医療病棟入院料
(令和8年3月31日時点で「旧定方法」別表第一rA3
04」に掲げる地域包括医療病棟入院料に係る届出を
行っている病棟に限る。)

6

令和8年3月31日において現に総合入院体制加算1若しく
は2又は急性期充実体制加算の届出を行っている保険医
療機関については、令和8年9月30日までの間に限り、1の
(1)の基準を満たしているものとみなす。
令和8年3月31日において現に総合入院体制加算1又は急
性期充実体制加算の届出を行っている保険医療機関につ
いては、1の(10)のうち急性期総合体制加算1から5に係る
基準を、現に総合入院体制加算2の届出を行っている保険
医療機関については1の(10)のうち急性期総合体制加算3
から5に係る基準を、現に総合入院体制加算3の届出を
行っている保険医機関については1の(10)のうち急性期
総合体制加算5に係る基準を令和8年9月30日までの間に
限り満たしているものとみなす。

経過措置に係る要件(概要)

7 回復期りハビリテーション病棟入院料2

令和8年3月31日において現に地域包括医療病棟入院料
に係る届出を行っている病棟については、令和8年9月30日
までの間に限り、第九の六の四の(2X①のチに限る。X※)
に該当するものとみなす。
(※)次のいずれかに該当すること。
1 一般病棟用の重症度、医療・看必要度1の基準を満
たす患者の割合に係る指数が1省19分以上の病棟であるこ
と。
診療内容に関するデータを適切に提出できる体制が整
備された保険医療機関であって、当該病棟において、一般
病棟用の重症度、医療・看護必要度Ⅱの基準を満たす患者
の割合に係る指数が1寄18分以上の病棟であること。

8 回復期りハビリテーション病棟入院料3

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

急性期総合体制加算1
急性期総合体制加算2
急性期総合体制加算3
急性期総合体制加算4
急性期総合体制加算5

令和8年3月31日において現に回期りハビリテーション病
棟入院料2に係る届出を行っている病棟については、令和8
年9月30日までの間に限り、第九の十の(3)の口(※)に該当
するものとみなす。
(※)りハビリテーションの効果に係る実績の指数が32以上
であること。

令和8年3月31日において現に回期りハビリテーション病
棟入院料3に係る届出を行っている病棟については、令和8
年9月30日までの問に限り、第九の十の(4)の口(※)1こ該当
するものとみなす。
(※)休日を含め、週7日間りハビリテーションを提供できる
体制を有していること。

届出が必要な様式※

地域包括医療病棟入院料2

別添7
別添7の様式10

回復期りハビリテーション病棟入院料2

回復期りハビリテーション病棟入院料3

別添7
別添7の様式10

別添7
別添7の様式49

別添7
別添7の様式49の2

入
院
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区分項番
届出対象

(令和8年3月31日において下記施設基準を
届出していた保険医療機関)

9 回期りハビリテーション病棟入院料4

0特掲診療料

区分項番

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

届出対象
(令和8年3月31日において下記施設基準を
届出していた保険医療機関)

令和8年3月31日において現に回期りハビリテーション病
棟入院料4に係る届出を行っている病棟については、令和8
年9月30日までの間に限り、第九の十の(5)の口(※1)に該
当するものとみなす。
(※1)りハビリテーションの効果に係る実績の指数が32以
上であること。
令和8年3月31日において現に回復期りハビリテーション病
棟入院料4に係る届出を行っている病棟については、令和8
年9月30日までの間に限り、第九の十の(5)のイ((4)の口に
限る。X※2)に該当するものとみなす。
(※2)休日を含め、週7日間りハビリテーションを提供できる
体制を有していること。

外来腫癌化学療法診療料1

経過措置に係る要件(概要)

2 周術期栄管理実施加算

令和8年3月31日時点で外来腫化学療法診療料1の届出
を行っている保険医療機関については、令和8年9月30日
までの間、1の(12X※)の基準を満たしているものとする。外来腫癌化学療法診療料1
(※)患者の急変時の緊急事態等に対応するための指針が
整備されていること。

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

経過措置に係る要件(概要)

回復期りハビリテーション病棟入院料4

令和8年3月31日時点で総合入院体制加算又は急性期充
実体制加算の届出を行っている保険医療機関については、
令和8年9月30日までの間に限り、1の(3X※)の基準を満

周術期栄養管理実施加算
たしているものとみなす。
(※)「A200」に掲げる急性期総合体制加に係る届出を
行っている保険医療機関であること。

※医療機関の負担軽減等の観点から、施設基準毎の全届出様式の届出を求めるのではなく、必要

届出が必要な様式※

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

別添7
別添7の様式49
別添7の様式49の2

小限の様式の届出を求めるもの。

届出が必要な様式※

別添2
別添2の様式39

別添2
別添2の様式釘の45

医
学
管
理
等

手
術



令和8年10月1日以降も算定するに当たり注意が必要なもの等
0基本療

区分項番

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

急性期一般入院料1

対象

2
結核病棟入院基本料
(7対1入院基本料に限る。)

急性期一般入院料6
特定機能病院入院基本料(結核病棟に限る。X7対1入院
基本料に限る。)
特定機能病院入院基本料(一般病棟に限る。×10対1入
院基本料に限る。)
専門病院入院基本料(10対1入院基本料に限る。)
地域一般入院料1

3

令和8年3月31日において、現に急性期一般入院料11こ係
る届出を行っている病棟であって、現に旧算定方法におけ
る重症度、医療・看護必要度の基準を満たす病棟について
は、急性期病院一般入院基本料の重症度、医療・看護必要
度の基準を令和8年9月30日までの間に限り満たすものと
みなす。

経過措置に係る要件(概要)

令和8年3月31日において、現に7対1入院基本料(結核病
棟入院基本料)1こ係る届出を行っている病棟であって、現に
旧算定方法における重症度、医療・看'必要度の基準を満
たす病棟については、令和8年9月30日までの間は令和8
年度改定後の重症度、医療・看護必要度の基準をそれぞれ
満たすものとみなす。

特定機能病院入院基本料の注5及ぴ専門病院入院基本
料の注3に規定する看護必要度加

令和8年3月31日時点で急性期一般入院料6、7対1入院基
本料(特定機能病院入院基本.(結核病棟入院基本料に限
る。))、10対1入院基本料(特定機能病院入院基本料(一急性期一般入院料6
病棟に限る。)、専門病院入院基本料)及び地域一般入院料特定機能病院入院基本料(結核病棟に限る。X7対1入
1の届出を行っている病棟にあっては、令和8年9月30日ま院基本料に限る。)
での間に限り、令和8年度改定前の「基本診療料の施設基特定機能病院入院基本料(一般病棟に限る。×10対1入
準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」(令院基本料に限る。)
和6年3月5日保医発第0305第5号。以下「令和8年度改定専門病院入院基本料(10対1入院基本料に限る。)
前の基本診療料施設基準通知」という。)の別添6の別紙7 地域一般入院料1
の一般病棟用の重症度、医療・看護必要度1又はⅡに係る
評価票を用いて評価をしても差し支えないこと。

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

急性期病院A一般入院料
急性期病院B一般入院料

(参考)

令和8年3月31日において、現に看護必要度加算1、2又は
3を算定するものであって、旧算定方法における重症度、医
療・看護必要度の基準を満たす場合は、令和8年9月30日
まではそれぞれ令和8年度改定後の看護必要度加算1、2
又は3の基準を満たすものとみなす。

結核病棟入院基本料

看護必要度加算1
看護必要度加算2
看護必要度加算3

入
院
基
本
料



区分項番

5
専門病院入院基本料の注4及び特定一般病棟入院料の
注51こ規定する一般病棟看護必要度評価加算

対象

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

6 急性期看護補助体制加算

7 看護職員夜間配置加

令和8年3月31日において、現に一般病棟看護必要度評価
加算の届出を行っている病棟にあっては、令和8年9月30日
までの問に限り、令和6年度改定前の基本診療料施設基準
通知の別添6の別紙7の一般病棟用の重症度、医療・看・
必要度1又はⅡに係る評価票を用いて評価をしても差し支
えないこと。

経過措置に係る要件(概要)

8 看護補助加算1

令和8年3月31日において、現に当該加算に係る届出を
行っている保険医療機関にあっては、令和8年9月30日まで
の間は、令和8年度改定後の急性期看、補助体制加算の
重症度、医療・看'必要度の基準を満たすものとみなす。

病棟薬剤業務実施加算の注2に規定する薬剤業務向上加
算

令和8年3月31日において現に当該加算に係る届出を行っ
ている保険医療機関にあっては、令和8年9月30日までの
間、令和8年度改定後の看護職員夜間配置加算の重症度、
医療・看二必要度の基準を満たすものとみなす。

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

一般病棟看t 必要度評価加算

令和8年3月31日において現に当該加算に係る届出を行っ
ている保険医療機関にあっては、令和8年9月30日までの
間、令和8年度改定後の看護補助加算1の重症度、医療・
看護必要度の基準を満たすものとみなす。

急性期看護補助体制加算

令和8年3月31日において現に急性期充実体制加算の届出
を行っている保険医療機関については、令和8年9月30日ま薬剤業務向上加算
での間に限り、4の(6)の基準を満たしているものとみなす。

看護職員夜間配置加算

看護補助加算1

入
院
基
本
料
等
加
算



区分項番

10 脳卒中ケアユニット入院医療管理料

対象

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

11 地域包括ケア病棟入院料

12 精神科地域包括ケア病棟入院料

令和8年3月31日時点で脳卒中ケアユニット入院医療管理
料の届出を行っている治療室にあっては、令和8年9月30日
までの問に限り、令和8年度改定前の基本診療料施設基準
通知の別添6の別紙7の一般病棟用の重症度、医療・看・
必要度1又はⅡに係る評価票を用いて評価をしても差し支
えないこと。

経過措置に係る要件(概要)

13 特定一病棟入院料の注7に規定する入院料

令和8年3月31日において現に地域包括ケア病棟入院料に
係る届出を行っている病棟については、令和8年9月30日ま
での間に限り、第九の十一の二の(1)のハに該当するものと
みなす。

令和8年3月31日において現に令和6年度医科点数表にお
ける精神科地域包括ケア病棟入院料に係る届出を行ってい
る病棟については、令和8年9月30日までの問に限り、第九精神科急性期治療病棟入院料2
の十五の(1)並ぴに(3)のイ及び二からへまでを満たすことと
する。

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

脳卒中ケアユニット入院医療管理料

令和8年3月31日において、現に当該入院料の届出を行っ
ている保険医療機関にあっては、令和8年9月30日までの
問、令和6年度改定後の当該入院料の重症度、医療・看護
必要度の基準を満たすものとみなすものであること。

地域包括ケア病棟入院料1
地域包括ケア病棟入院医療管理料1
地域包括ケア病棟入院料2
地域包括ケア病棟入院医療管理料2
地域包括ケア病棟入院料3
地域包括ケア病棟入院医療管理料3
地域包括ケア病棟入院料4
地域包括ケア病棟入院医療管理料4

特定一般病棟入院料(地域包括ケア1)

特
定
入
院
料



0特掲診療料

区分項番

在宅患者訪問看護・指導料の注19(同一建物居住者訪問
看護・指料の注8の規定により準用する場合を含む。)
に規定する訪問看護医療情報連携加算

0訪問看護療

区分項番

令和8年9月30日まで経過措置の施設基準

対象

費

訪問看、医療情報連携加算

対象

6の(6)1こついては、令和8年9月30日までの間に限り、当該
基準を満たしているものとみなす。

経過措置に係る要件(概要)

10 の(6)1こ掲げる基準については、令和8年9月30日まで
の間に限り、(6)の基準に該当するものとみなす。

経過措置に係る要件(概要)

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

訪問看・医療情報連携加算

令和8年10月1日以降、算定する施設基準

訪問看護医療情報連携加算

在
宅
医
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